
















































































































































1873（ ? ? 6 ） 1，304 266 20．40
1877（ 10 ） 1，164 475 40．81
1881（ 14 ） 896 一 一
1896（ 29 ） 1，794 208 11．89
1900（ 33 ） 5，834 1，271 21．79






1927（ 昭 和 2
）
139，151 84，641 60．83
1930（ 5 ） 143，320 95，029 66．31
1936（ 11 ） 142，574 95，609 67．06
1940（ 15 ） 194，955 117，794 60．42













































































































































































1935 18 12 6 一 一 3 3 0 9 9
1955．13，1849，3693β15 L616 2，954 4，56919 7，5485，636





1936 10066．7 33．3 一 一 16．3 16．3 ｝ 50．0 50．0
1955 100 71．工 28．9 12．3 22．4 34．70．1 57．3 42．7
1965 10067．9 32．115．4 1．0 22．6 38．41．4 30．4 69．6
1970 100 67．5 32．515．6 0．9 18．2 34．7 1．1 33．9 66．1
1975 10064．0 36．0 14．8 Ll 26．0 41．81．2 23．4 76．6
ユ983 ユ00 63．3 36．713．5 o．9 20．0 34．6 ユ．0 29．7 70．3















年　　　　　度 1955 19651970 19751980 1985 1990
地　　方　　税 33．9 34．637．1 31．3 34．0 40．6 4L6
地方譲与税 2．0 L1 1．1 1．0 0．9 0．8 2．1
地方交付税 14．2 16．6 17．8 17．2 17．316．3 17．8
一般財源計 50ユ 52．3 56．0 49．4 52．2 59．2 6L5
使用料，手数料 3ゴ 2．8 2．1 1．6 2．2 2．6 2．4
国庫支出金 24．9 24．3 20．7 22．6 22．6 16．2 13．3
繰　　入　　金 1．5 0．7 1．1 1．2 1．0 1．1 2．3
繰　　越　　金 1．9 2．4 2．7 2．3 2．2 2．0 2．2
地　　方　　債 8．6 7．！ 6．4 12．2 10．1 8．3 7．0
そ　　の　　他 9．3 10．4 11．1 10．7 9．7 9．6 11．3


















区　　　　分 都　道　府 県 市　　町 村 統　　計
?
義務教育費 2，910，60937．8 一 一 2，910，609 25．8
生活保護費 161，8702．／ 840，84323．4 1，002，7128．9
児童保護費 142，0321．8 291，9108．1 433，9423．8
結核医療費 17，238 02 10，913 0．3 28，152 0．2
精神衛生費 35β21 0．5 一 一 35，821 0．3
老人保護費 103，6501．3 170，280 4．7 273，9312．4
普通建設事業費 2，622，19434．！ 1，141，6583L83，763，85233．4
災害復旧事業費 384，2905．O 141，5833．9 525β73 4．7
失業対策事業費 12，150 02 19，102 0．5 31，252 0．3
委　　託　　金 107，6851．4 112，1823．1 219，8671．9
建設事業費 25，！97 03 5，923 0．2 31，120 0．3
そ　　の　　他 82，488 Lユ 106，259． 188，7471．6
財政補給金 5，304 0．1 6，200 0．2 11，504 0．1
そ　　　の　　他 1，19L627工5．5 853，49924．0 2，045，12518．2




















































































































































































































































内水面ほ揚 農地造成面積　　　　10ha以上 地盤造成工事 造成
























































































































































（市町村域） 備事業 50．0 10．0 40．0
4　特認
































受益戸数　　　20戸以上良区 50．0 15．0 35．0
注）基幹工事……ダム，幹支線の道路，防災工事等
　　その他工事……開墾，開墾地内の道水路工事等
　　集排施設整備……処理施設を有するもの
　　（）は，補助率カットがない場合（事業主体が土地改良区の場合等）である。
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上（市町村域）となっている。
　農村基盤総合整備事業も農業生産基盤整備，生活環境基盤整備，集落土地
基盤整備などの事業にかかわっているが，採択基準に農業生産基盤事業の内
2種類以上基幹事業を実施すること（2・ha以上全体で団体営級）などの条件
がついている。負担割合は基幹整備で50．0％（55．0％），20．0％（20．0％）
30．0％（25．0％）の割合，施設整備で50．0％（55．0％），10．0％（10．0％），
40，0％（35．0％）となっている。施設整備の負担割合は，地方では，県より
も地元（市町村又は土地改良区）の負担割合が高くなっているところに特徴
がある。なお，カッコ内は，事業主体が土地改良区の場合等で補助率カット
がない場合である。
　農業集落排水事業は農村環境施設整備の一環で，市町村又は土地改良区が
行い対象人口1000人ていど又は受益戸数20戸以上となっている。その負担割
合は国50．0％（55．0％），県15．0％（15．0％），地元35．0％（30．0％）となっ
ている（カッコ内は事業主体が土地改良区の場合等で補助率カットがない場
合である）。
　以上の事例検討からも分かるところだが，農業における補助事業に共通し
た特徴と問題点をまとめておくとすれば，
　第1に，かんがい排水，土地改良事業等に共通した特徴点として事業期間
が7～8年，15年とかなり長期間に及ぶものが多いことである。
　第2に，採択基準における受益面積が県営かんがい，排水，土地改良等で
100ha～200haとかなり広い面積にわたる事業が多いことである。
　以上の点から，期間内に当初の受益面積を財源規模に応じて50ha→45ha→
40haという風に当初計画の変更により削減し，換地処分の変更を行うことな
どを通じて資金の精算を行うので，事業の超過負担問題が生じないことであ
ろう。
　一方，採択基準において，受益面積規模の基準が大きいため，採択をめざ
して受益地の囲い込みが行われ事業に往々無理が生じやすい，ことなどを指
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摘しておかねばならないだろう。
　第3に，事業費の負担区分では，県営のかんがい排水，土地改良事業等で
は，国50％，県25％，地元（市町村及び受益団体・個人）25％であるが，事
業主体が団体営や市町村又は土地改良区の場合，地元又は土地改良区等（し
たがって受益者としての農業者）の負担が35～45％と大きくなっているケー
スが多いことである。補助事業への地元からの陳情＝要望と申請は，同時に
補助事業により利益を受ける地元負担の増大となって結果することが銘記さ
れていなければならないと思われる。
　つまり，補助事業が一定の受益面積規模など採択基準をクリアすることが
要請されるため，地域住民の意思に基づく内発的な開発計画，住民参加によ
る村おこし事業などで採択基準に達しない事業も数多く見られることであろ
う。これを無理して補助事業に組みこんだ場合，事業施行に伴う地元「超
過」負担が生じやすいことに留意しておかねばならない。
　第4に，いま一つ大きな問題点として事業実施後の「補助金適正化法」（正
式には「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」昭和30年，法第
179号）との関連をめぐる問題点が残される。例えば，「土地改良法」（昭和
24年，二六195号）や「農業振興地域の整備に関する法律G（昭和44年，法第
58号）に基づき補助事業を行った者が用途地域の変更を8年以内に行った場
合，同上法面17条及び第18条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部又
は一部を取り消されると共に，補助金等の返還命令に応じなければならない
ケースが生ずることであろう。
　今日，各地で当該「農振」指定地域周辺の都市化，道路整備や宅地化等に
よる農地「転用」問題が生じつつあることが注意されねばならない。「農業基
本法」（昭和36年6月）の精神に基づくほ場整備，かんがい排水施設の整備等
土地改良事業は，日本農業の構造改善の根幹をなす事業として今後も必要で
あることはいうまでもないが，その前提として，地域の住民参画と話し合い
による土地利用計画・調整が充分なされていなけれぼならないことである。
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以上の点は，土地改良にかかわる補助事業が，単に国・優等上から画一的に
行政ペースのみで進められることへの警鐘といわねぽならないことであろ
う。
4．むすびにかえて
　以上，国庫補助金制度の現状と改革のテーマで，その歴史的沿革と展開，
補助金等の概念とその性格，そして後段で特に農業関係補助金を中心にその
現状と問題点などについて検討を加えてきたのであった。ここでは，前段の
検討を通じ，「補助金等」とふつう云われている国庫支出金の中で大きな比
重を占める国庫負担金一義務教育費や生活保護費，公共事業費としての普
通建設事業費などが中心一を地方分権的な福祉国家においてどのように展
望していくかが課題として残されたのであった。
　この点では，すでにふれた通り，シャウプがかつて提案した全額補助金や
一部補助金（国庫委託金や国庫負担金を指すと見られる）の全廃案も将来的
には望ましい道かも知れない。しかし，福祉や教育・環境・社会管理行政の
拡大の見られる現代国家において，政府の財政的な負担や補助の責任（財政
責任）を明確にしてゆこうとする場合，かつてシャウプが提案したような国
庫負担金の全廃が長期的には望まれるにしても，現段階ではこれを無条件で
受け入れるわけには行かなくなっていることも事実であろう。そこでは，政
府の財源保障と現場性の強い人的サービスー地方分権的システムになじみ
やすい一との相互関係（集権と分権との関係）をどのように展望していく
かという「分権型福祉国家の補助金システム」のあり方が総合的に検討され
てゆかねばならない。
　一方，また後段の農業関係補助金の事例に見る補助金等の改革をどのよう
に展望していくか。米市場の国際的な部分開放を前提にした日本農業の将来
については，生産性が高く国際競争力に耐え得る農業を構築していくための
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土地改良の諸事業を今後もさらに計画的に進めていくことが要請されるだろ
う。ただ，農業における各種の補助事業が，これまで一方で，国・都道府県
などによりいわぼ画一的・行政主導型で進められた場合，各地域の特性に応
じた内発的発展を阻害し農政がある種のムダと当該農民負担の増大に帰結し
たケースも多く，問題が残されたのであった。今後，各地域集落や農業生産
力の地域特性を充分踏まえた新しい地域農業システムの構築や農業を中心と
した地域環境整備を保障してゆけるような「総合的な農業補助金」のあり方
が模索され展望されてゆかねぽならないと思われるのである。
　わが国の特定補助金のうち農業補助金の改革を今後どう展望していくかで
あるが，当面上記のような土地改良事業に見られる構造政策とあわせ，農業
の地域性（都市近郊農村，平地農村や中山間地，山村などと共に，水田，畑
地，地域の生産性にかかわる土地の豊度にもかなりの地域性がある）を踏ま
え農業を中心とした食料の安定供給と国土自然環境の保全機能，及び町おこ
し，村おこし一地域活性化一のにない手による内発的な開発の実情に即
した補助金改革（補助金の総合化，メニュー化と住民の選択）を進めていく
べきだろう⑭。
　なお，国・県等の画一的な行政指導による村の活性化事業の補助金扇がか
えって地域の人びとの主体的な取り組みと内発的発展を阻害するケースも多
かったことに留意し，農業及び関連産業を中心とした内発的発展と自治，地
方分権を促進していく観点から補助金制度の改革を図らねばならないと思わ
れる。
（14）r農業白書』（平成5年版）は，21世紀の農業に食料の安定供給に加え，国土・環境の
　保全，緑豊かで心安らぐ空間の提供等の多面的な役割の発揮を期待している。
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